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環境影響評価（環境アセスメント）制度の見直しに向けた検討の状況 

 

１ 環境アセスメント制度の概要 

・道路、ダム、発電所、工業団地など大規模な開発行為が行われる際に、事業

者に自主的な環境配慮の観点からの検討を求める手続。手続の各段階で住民

や市町長、知事等の意見を聴くプロセスがあり、事業実施に係る合意形成に

も資するもの。 

・本県では、昭和 56年（1981年）に滋賀県環境影響評価に関する要綱を制定

（平成 10 年に滋賀県環境影響評価条例として制定）して以降、ゴルフ場開

発、廃棄物処理施設の建設、工業団地造成など 90 件の大規模事業に同制度

を適用してきた（環境影響評価法および国要綱手続を含む）。 

 

＜滋賀県環境影響評価条例に基づく手続フローと標準的な所要期間＞ 

 

 

 

 

《６か月》      《６か月》 《最低１年》 《９か月》       《２か月》 

 

【現状】 

（１）手続について 

・県内で実施される環境影響評価手続（アセス手続）は、森林地域で計

画される事業で３～４年、既造成地（農地含む）で計画される事業で

２～３年の期間を要している。 

・これは、事業実施に伴う環境影響を予測評価する項目が多岐に渡り、

そのとりまとめや住民調整等に時間を要するためであり、特に自然環

境の豊かな場所で計画される事業では時間を要する傾向にある。 
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《環境アセスの調査項目》 

大気、騒音・低周波音、振動、悪臭、水質、地下水、地形・地質、 

地盤、土壌汚染、動植物・生態系、景観、温室効果ガス排出量 等 

 

（２）面積規模要件について 

・条例では、工場建設と他の面的開発事業（工業団地や宅地開発等）の面

積規模要件を次のとおりとしており、市町からは造成に伴う環境影響が

ほとんど変わらないことから、要件を設定した昭和 50 年代以降の環境

改善の状況も踏まえ、要件の整合を図る（緩和する）べきではないかと

の意見を受けている。 

 工場建設 工業団地など（面的開発） 

規模要件 
敷地面積：10ha以上 

（工場跡地等は面積に不算入） 

事業面積：20ha以上 

（森林:15ha 以上、自然公園：10ha 以上） 

 

２ 検討の状況 

令和６年９月に滋賀県環境審議会会長に対し、「環境アセスメント制度の

見直し」について諮問。12月には、工場建設事業および工業団地造成事業に

係るアセス制度の見直しに向けた基本的な考え方や今後の方向性をまとめ

た第１次答申を受けた（その後、パブリックコメントを実施）。 

令和７年１月からは、「環境アセスメント制度見直し小委員会（以下「小

委員会」という。）を設置し、制度見直しに向けた具体的な検討を進めてい

るところであり、その状況は次のとおり。 

 

（１）手続の迅速化について 

・アセス制度は、事業実施に伴う環境影響の回避低減を進め、事業実施に

係る合意形成にも資するためのものである。このため、森林地域や自然

公園など豊かな自然環境の存在する場所や、産業立地に係る住民合意形

成が図られていないような場合は、これまで通りの手続を求めていく方

針で検討中。 

・その一方、既造成地（農地を含む）のように、造成に伴う環境影響が比

較的小さい場所であって、都市計画の工業専用地域のように、工場や工

業団地が立地することの合意形成が図られている場合には、手続を短く

していく方針で検討中。 

・具体的には、次図のようなエリア分けをしていくイメージで検討中。 
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【エリアの区分明確化のイメージ】 

 

 

【Ｂ】から【Ｃ】手続緩和エリア になるための条件 

《検討中の制度（案）》 

  ・都市計画法の工業専用地域 など 

（工業専用地域になる可能性が明らかな場合を含む） 

 

 

【Ｃ】手続緩和エリアで求める手続の内容 

《検討中の制度（案）》 
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【Ａ】手続緩和エリアにならないエリアの具体例 

《検討中の制度（案）》 

 ・造成に伴う自然環境への影響や土砂災害の誘引が懸念されるエリアとして 

下表１～10 の何れかに含まれるエリアを想定。 

・このような場所での造成計画については、立地選定（配慮書手続）からの

手続を求め、事業実施に伴う影響の回避低減を図る必要がある。  

 
 

（２）面積規模要件の見直しについて 

・第１次答申では、上記のエリア分けの議論と併せて、面積要件の整合を

図る必要性についても検討する必要があるとされたところであり、工場

の面積規模要件を他の面的開発事業にあわせ、10ha から 20ha に緩和す

ることについて、小委員会で御意見をいただく予定。 
 

３ 今後の予定 

６月    環境・農水常任委員会に報告 

６～９月 ２回程度の小委員会を開催 

（制度見直しに係る答申案をとりまとめ） 

10月頃   環境・農水常任委員会に報告 

環境審議会（答申案を審議） 

※答申後、条例、規則改正に向けた手続を進める予定 
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参考資料 

（１）各都道府県アセス条例の面積規模要件 

 
※上記内訳の枠囲い（網掛け）は、工場と工業団地の規模要件が異なる都県を示す。 

※工業団地の要件のうち、北海道、岩手、福島、群馬、福井、京都、徳島、山口は第２種事業 

（アセス手続の要否を個別に判断する事業）を規定しているため、その要件で比較している。 

第１種事業（必ず手続を行う事業）では、北海道・岩手・山口：100ha 以上、福島・京都： 

70ha 以上、群馬・福井：50ha 以上。 

※工場の要件のうち、福島、福井は第２種事業（アセス手続の要否を個別に判断する事業）を

規定しているため、その要件で比較している。第１種事業（必ず手続を行う事業）では、福

島：75ha 以上、福井：50ha 以上 

 

（２）アセス制度見直しに係るアンケート調査結果（令和６年８～９月に実施） 

＜市町向けアンケート＞ 

  ・産業誘致の課題としてネックになっているものから順に順位をつけても

らったところ、一番影響の大きいのは「農地」「都市計画」関係。アセス

制度は２～３番目に影響があるとの意見であった。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：回答した市町数）

課題 １番目 ２番目 ３番目 ４番目 ５番目

農地関係 8 8 1 0 0

都市計画関係 4 3 3 4 3

環境影響評価制度関係 1 5 5 2 0

産業振興に係る補助金等 0 1 2 3 6

工業用水関係 1 0 3 5 5

その他 5 1 1 1 1
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  ・「アセス制度の面積要件を緩和すべきか」という質問に対しては、「緩和す

べき（どちらかといえば緩和すべき）」との回答が 11市町。「どちらかと

いえば緩和すべきでない」との回答が２市町（高島市、甲良町）であった。 

・緩和すべきでない理由としては、大規模事業は環境影響が大きく地元とト

ラブルになるケースもあり、一定の手続を経た上で実施されるべきという

ものであった。 

 

 

 

 

 

 

＜県民向けアンケート＞ 

・産業振興の観点から「工場」「工業団地」の面積要件を緩和すべきという

回答は 118 名（回答者の約 49%）であり、緩和すべきでないという回答は

50名（回答者の約 21％）であった（全回答者 241名）。 

・「緩和すべき」と回答した方の中にも、「修復不能な環境影響が生じないよ

うにすべき」「地元の納得の上で事業をすべき」という意見があった。 

 

＜企業・団体向けアンケート＞ 

・社会情勢の変化を踏まえ必要に応じて規制等の緩和も検討されるべき。 

・造成等に伴う新たな環境影響が生じない場合や地元と一定の合意形成が

図られている場合といった意見のほか、先進的な産業の誘致や地域雇用の

創出につながる場合に要件緩和を検討すべきという意見もあった。 

 

（３）パブリックコメント（R7.1.17～R7.2.17）で出された意見 

・近隣他府県と比較して環境影響評価が必要となる面積の規定が厳しく、企業

の投資機会を逃がしている。今後滋賀県が継続して発展するためには、若年

層にとって働く場所の選択肢を広く確保していくことが重要。環境も重要な

要素ではあるが、現時点では環境の比重が高すぎるものと認識している。環

境影響評価の面積基準を厳しくしていることで、大規模な開発を事業者が控

える影響もある。結果として本来大規模な開発が行われていれば事業者の負

担により整備されていた道路インフラ等が整備されず、不均衡な開発や交通

の混乱につながっているのではないか。環境保全と産業振興のバランスにお

いて、保全エリアと産業振興エリアに分けて対処するのであれば産業振興エ

リアについては大幅な基準緩和を図る方向で検討願いたい。 【以上１件】 
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（４）滋賀県環境影響評価条例の対象事業（一覧） 

 

 ※「13.宅地の造成事業」には、宅地だけではなく事業用地（太陽光発電事業用地、物流

倉庫事業用地等）の造成事業が含まれる 


